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【表紙】
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    連結経営指標等 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第77期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第78期第１四半期連結

累計期間及び第77期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。   

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

 なお、主要な関係会社の異動は下記のとおりであります。 

  

＜主要な関係会社の異動＞ 

 当社は、CHINO Coporation (Thailand)Limited.を重要性が増したため、当第１四半期連結会計期間より連結子会

社としております。  

   

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第77期 

第１四半期連結累計期間
第78期 

第１四半期連結累計期間 
第77期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日 

自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日 

自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 

売上高 （千円）  3,785,706  3,604,988  17,435,045

経常利益又は経常損失（△） （千円）  △18,721  9,541  682,243

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△） 
（千円）  △57,624  11,346  317,610

四半期包括利益又は包括利

益 
（千円）  △173,730  68,129  610,757

純資産額 （千円）  12,962,518  13,567,016  13,808,610

総資産額 （千円）  20,265,760  20,831,040  21,242,124

１株当たり四半期（当期）

純利益金額又は四半期純損

失金額（△） 

（円）  △1.37  0.27  7.54

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  61.2  61.7  61.7

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

     

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、政府の経済政策への期待や大胆な金融緩和により為替と株価への

影響は大きな効果をもたらしましたが、企業の設備投資など実体経済への波及は未だ不透明で厳しい環境が続い

ております。 

 この様な状況のなかで当社は、新エネルギーや環境、安全、安心といった分野の新たな技術や商品開発に注力

するとともに、新たな事業の中核となる山形事業所の増床を進め、また、藤岡事業所においては計装工場の増床

に着手するなど生産体制の整備、拡充を推進致しました。 

また、海外においては韓国、中国等の景気停滞はありますが、円安を背景に当期の海外売上高比率25％以上を

目指し、成長市場をターゲットにした新機能商品開発に注力して市場開拓に取り組みました。 

当第１四半期連結累計期間の連結業績につきましては、受注高は4,000百万円（前年同四半期比3.1％増）、売

上高は 百万円(前年同四半期比4.8％減)となりました。利益面につきましては営業損失 百万円（前年同四

半期は営業損失 百万円）、経常利益 百万円（前年同四半期は経常損失 百万円）、四半期純利益 百万円

（前年同四半期は四半期純損失 百万円）となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①計測制御機器 

売上高は1,526百万円(前年同四半期比2.0％増）、セグメント利益（営業利益）は243百万円（前年同四半期

比5.7％減）であります。 

②計装システム 

売上高は 百万円（前年同四半期比13.0％減）、セグメント損失（営業損失）は21百万円（前年同四半

期は営業損失38百万円）であります。  

③センサ 

売上高は774百万円（前年同四半期比12.6％減）、セグメント利益（営業利益）は3百万円（前年同四半期比

は95.3％減）であります。 

④その他  

修理・サービス等の売上高は293百万円（前年同四半期比21.6％増）で、セグメント利益（営業利益）は72

百万円（前年同四半期は営業利益6百万円）であります 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

3,604 79

49 9 18 11

57

1,011
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(2）財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて411百万円減少し、 百万円となり

ました。 

  

流動資産は、前連結会計年度末に比べ 百万円減少し、 百万円となりました。主な増減は、現金及び預

金の増加 百万円、たな卸資産の増加 百万円、受取手形及び売掛金の減少 百万円等であります。 

  

固定資産は、前連結会計年度末に比べ146百万円減少し、 百万円となりました。  

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて 百万円減少し、 百万円となり

ました。 

  

流動負債は、前連結会計年度末に比べ153百万円減少し、 百万円となりました。主な減少要因は支払手形

及び買掛金の減少405百万円等であります。 

固定負債は、長期借入金等の減少があり前連結会計年度末に比べ16百万円少ない 百万円となりました。 

  

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ241百万円減少し、 百万円となり

ました。剰余金の配当300百万円による減少等の結果であります。 

   

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

(4）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は254百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

   

20,831

264 13,657

495 340 1,230

7,173

169 7,264

5,311

1,952

13,567
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。  

    

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  119,100,000

計  119,100,000

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数（株） 
（平成25年６月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成25年８月12日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  47,800,580  47,800,580
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数は 

1,000株であります。

計  47,800,580  47,800,580 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成25年４月１日～ 

平成25年６月30日 
 －  47,800  －  4,292,027  －  4,017,909

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成25年３月31日の株主名簿により記載しております。 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。  

    ２ 「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、当社所有の自己株式が4,879,000株、日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）が所有する当社株式が610,000株（議決権610個）含まれて

おります。 

  

②【自己株式等】 

 （注）他人名義で所有している理由等 

  

  
   

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

   

（７）【議決権の状況】

平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     5,489,000  610 － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     41,760,000  41,760 － 

単元未満株式 普通株式        551,580 － １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  47,800,580 － － 

総株主の議決権 －  42,370 － 

平成25年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社チノー 
東京都板橋区熊野町32－８  4,879,000  610,000  5,489,000  11.48

計 －  4,879,000  610,000  5,489,000  11.48

所有理由 
名義人の氏名 
または名称  

名義人の住所 

「従業員持株ＥＳＯＰ信託」制度

の信託財源として拠出 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（従業員持株ＥＳＯＰ信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人大手門会計事務所により四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,621,386 4,117,000

受取手形及び売掛金 ※  5,497,452 ※  4,267,382

有価証券 － 50,070

商品及び製品 1,259,221 1,370,155

仕掛品 1,137,498 1,221,514

原材料及び貯蔵品 1,897,876 2,043,454

その他 521,224 600,768

貸倒引当金 △12,691 △12,511

流動資産合計 13,921,967 13,657,834

固定資産   

有形固定資産 3,912,781 3,905,356

無形固定資産   

のれん 192,507 184,922

その他 495,743 486,586

無形固定資産合計 688,251 671,509

投資その他の資産   

その他 2,719,127 2,596,342

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 2,719,125 2,596,340

固定資産合計 7,320,157 7,173,205

資産合計 21,242,124 20,831,040

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※  3,091,053 ※  2,686,001

短期借入金 828,998 837,429

未払法人税等 202,379 37,627

賞与引当金 412,073 258,077

役員賞与引当金 20,000 20,000

その他 ※  910,124 ※  1,472,017

流動負債合計 5,464,630 5,311,154

固定負債   

長期借入金 127,791 123,507

退職給付引当金 1,386,719 1,409,218

役員退職慰労引当金 208,800 192,344

その他 245,572 227,800

固定負債合計 1,968,884 1,952,869

負債合計 7,433,514 7,264,024
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,292,027 4,292,027

資本剰余金 4,072,140 4,072,140

利益剰余金 6,357,913 6,067,625

自己株式 △1,603,878 △1,595,946

株主資本合計 13,118,203 12,835,847

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 40,341 57,490

為替換算調整勘定 △58,454 △37,454

その他の包括利益累計額合計 △18,113 20,036

少数株主持分 708,520 711,132

純資産合計 13,808,610 13,567,016

負債純資産合計 21,242,124 20,831,040
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 3,785,706 3,604,988

売上原価 2,725,929 2,529,789

売上総利益 1,059,777 1,075,199

販売費及び一般管理費   

給料手当及び賞与 460,667 442,189

賞与引当金繰入額 86,116 90,513

退職給付費用 38,039 39,026

役員退職慰労引当金繰入額 8,734 9,250

研究開発費 91,244 112,107

その他 424,733 461,932

販売費及び一般管理費合計 1,109,535 1,155,019

営業損失（△） △49,757 △79,819

営業外収益   

受取利息 9,229 10,487

受取配当金 11,507 10,959

為替差益 － 56,694

その他 20,907 22,611

営業外収益合計 41,644 100,753

営業外費用   

支払利息 2,208 3,927

金融関係手数料 3,193 3,466

為替差損 2,973 －

その他 2,232 3,998

営業外費用合計 10,608 11,392

経常利益又は経常損失（△） △18,721 9,541

特別利益   

固定資産売却益 － 20

特別利益合計 － 20

特別損失   

固定資産処分損 1,932 769

投資有価証券売却損 － 4,647

出資金評価損 4,999 －

その他 499 －

特別損失合計 7,431 5,416

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△26,153 4,144

法人税等 13,067 △4,613

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△39,220 8,758

少数株主利益又は少数株主損失（△） 18,403 △2,588

四半期純利益又は四半期純損失（△） △57,624 11,346
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△39,220 8,758

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △39,639 17,149

為替換算調整勘定 △94,869 42,221

その他の包括利益合計 △134,509 59,370

四半期包括利益 △173,730 68,129

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △166,123 49,496

少数株主に係る四半期包括利益 △7,606 18,632
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 ※四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が当四半期連結

会計期間末残高に含まれております。  

  

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。   

  

【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

連結の範囲の重要な変更  

 当第１四半期連結会計期間よりCHINO Coporation (Thailand)Limited.を重要性が増したため連結の範囲に含めてお

ります。 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

税金費用の計算 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用し

ております。 

（四半期貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第1四半期連結会計期間 
（平成25年６月30日） 

受取手形 千円 16,104 千円 23,518

支払手形  149,918  206,554

流動負債「その他」（設備関係支払手形）  26,065  3,961

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日） 

減価償却費 千円 150,783 千円 161,374

のれんの償却額  7,584  7,584
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

配当金支払額 

  

   

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

配当金支払額 

  

   

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、修理・サービス等を含んでおりま

す。 

  ２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。   

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月14日 

取締役会 
普通株式  300,493  7.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年５月14日 

取締役会 
普通株式  300,450  7.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
計測制御 
機  器 

計  装 
システム 

センサ 計 

売上高             

外部顧客への売上高  1,495,953  1,162,943  885,721  3,544,618  241,088  3,785,706

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計  1,495,953  1,162,943  885,721  3,544,618  241,088  3,785,706

セグメント利益又は損失（△）  257,747  △38,811  83,166  302,101  6,560  308,662

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  302,101

「その他」の区分の利益  6,560

全社費用（注）  △358,420

四半期連結損益計算書の営業損失（△）  △49,757
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、修理・サービス等を含んでおりま

す。 

  ２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。   

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
計測制御 
機  器 

計  装 
システム 

センサ 計 

売上高             

外部顧客への売上高  1,526,007  1,011,377  774,455  3,311,841  293,147  3,604,988

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－  －  －  －  －  －

計  1,526,007  1,011,377  774,455  3,311,841  293,147  3,604,988

セグメント利益又は損失（△）  243,038  △21,236  3,883  225,684  72,865  298,550

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  225,684

「その他」の区分の利益  72,865

全社費用（注）  △378,370

四半期連結損益計算書の営業損失（△）  △79,819
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 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

（注）当第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。また、前第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

 平成25年５月14日開催の取締役会において、平成25年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期

末配当を行うことを決議いたしました。 

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△） 
円 銭 △1 37 銭 27

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円） 
 △57,624  11,346

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円） 
 △57,624  11,346

普通株式の期中平均株式数（千株）  41,958  42,327

（重要な後発事象）

２【その他】

① 配当金の総額 千円300,450

② １株当たりの金額 7円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年６月28日
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社チノー

の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成25

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。  

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社チノー及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利関係はない。 

  

 以 上  

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年８月９日

株式会社チノー 

取締役会 御中 

監査法人大手門会計事務所 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 植 木 暢 茂   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 根 本 芳 男   印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

－17－


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第1【企業の概況】
	1【主要な経営指標等の推移】
	2【事業の内容】

	第2【事業の状況】
	1【事業等のリスク】
	2【経営上の重要な契約等】
	3【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第3【提出会社の状況】
	1【株式等の状況】
	2【役員の状況】

	第4【経理の状況】
	1【四半期連結財務諸表】
	2【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



